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株式売却と役員退職慰労金 

【売り手(個人)の税務】 
個人株主が非上場株式を売却して収入を得た場合、申告分離課税により 20%(国税 15%、地方税 5%)の譲渡所

得が発生します。 

譲渡益＝売却代金-（取得費＋譲渡費用＋借入金利子等） 

取得費 実際の取得価額、若しくは売却代金の 5%を概算取得費用とすることができる 

譲渡費用 譲渡するために要した費用（消費税含む） 

借入金利子 株式を取得するための負債利子で、譲渡した年内(譲渡年の 1月 1日～譲渡日まで)に支

払うべき金額 

【役員退職慰労金を利用した売り手の税務メリット】 
オーナー社長やその親族が取締役等になっている場合、株式譲渡代金の一部を役員退職慰労金として支払

うことによって、売り手も買い手も税務上有利になる事例が多くみられます。 

譲渡代金の一部を役員退職慰労金で受け取ることによって、実質的に株式譲渡益の 20%よりも低い税率によ

ることができます。勤続年数から算出する退職所得控除の他、退職所得控除後の金額に 1/2 を乗じて課税退職

所得金額を計算するなど、税務上、退職所得に係る税金計算は非常に優遇されていますので、譲渡代金の受

取方法は慎重に検討することが必要です(別途、住民税の計算が必要となります)。 

※勤続年数 1 年未満は切り上げ 

退職所得の金額＝(退職金収入額-退職所得控除額)×1/2 

税率については、以下の退職所得の受給に関する申告書(退職所得申告書)の提出がある場合の平成 19 年

～24 年分の源泉(特別)徴収額の速算表（所法 210①②、地法 50 の 6、地法 328 の 6、地法附則 7①、③）(復興

特別所得税を含む)、平成 27 年以降も加味)が参考になります。 

課税退職所得金額 所得税 住民税 合計 

(千円未満切捨て） 税率 控除額 税率 税率計 控除額 

195 万円 以下 5.105% 0 10% 15.105% 0 

              

195 万円 超 10.210% 99,548 10% 20.210% 99,548 

330 万円 以下           

330 万円 超 20.420% 436,478 10% 30.420% 436,478 

695 万円 以下           

695 万円 超 23.483% 649,356 10% 33.483% 649,356 

900 万円 以下           

900 万円 超 33.693% 1,568,256 10% 43.693% 1,568,256 

1,800 万円 以下           

1,800 万円 超 40.840% 2,854,716 10% 50.840% 2,854,716 

4,000 万円 以下           

4,000 万円 超 45.945% 4,896,716 10% 55.945% 4,896,716 

              

 

【役員退職慰労金を利用した買い手の税務メリット】 
譲渡代金の一部を役員退職慰労金で支給することによって、その支払金額は税務上被買収企業の損金に算

入することができます。ただし、役員退職慰労金を会社内で定めた役員慰労金規程に従って支給したとしても、

その金額が一般的に妥当と認められる金額を超える場合、その超える部分の金額は会社の損金になりません。 

一般的に妥当と認められる役員退職慰労金額の計算に当たっては、以下の算定方法がよく使用されます。な

お、支給根拠を明確にするために、あらかじめ「役員退職慰労金規程」を作成しておくことが望まれます。 

役員退職慰労金＝役員退任時報酬月額×役員在任年数×功績倍率 

（例）功績倍率 社長：3.0、専務：2.5 など 

 

【売り手の役員退職慰労金と株式売却益の比較】 
株式の譲渡益課税の税率 20%(20.315%＝所得税 15.315%＋住民税 5%)であり、売却対象の株式価値の一部を

譲渡対価から役員退職慰労金に転化させておくことにより節税が可能となります。 

すなわち、退職金の税率が 33.483%となる退職所得になるよう退職金を設定できれば、実質は、所得から一定

の控除後で 1/2 となるため、株式譲渡益課税より低い税率の適用が可能となり、以下のとおり節税が可能となり

ます。 

 

 

Q株式を売却する際、役員退職慰労金はどのように対応すべきですか？ 

A 一般に株式の売却価額が一旦決定しますと、株式売却の譲渡益課税と役員退

職慰労金の退職所得控除制度の影響を検討することが有効です。 

勤続年数 退職所得控除額 

20 年以下 勤続年数×40 万円(80 万円未満の場合は 80 万円) 

20 年超 800 万円＋70 万円×(勤続年数-20 年) 

(平成 26 年の所得税率等による試算) (単位：千円) 

勤続年数 5 10 15 20 25 30 35 40 

①退職手当等の収入 20,000 22,000 24,000 26,000 29,500 33,000 36,500 40,000 

②退職所得控除額 2,000 4,000 6,000 8,000 11,500 15,000 18,500 22,000 

③(①-②) 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 

④（③×1/2） 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 

⑤所得税率＋住民税率 33.483% 

 控除額 649 649 649 649 649 649 649 649 

⑥所得税＋住民税 2,364 2,364 2,364 2,364 2,364 2,364 2,364 2,364 

⑥÷①実質負担率 11.8% 10.7% 9.9% 9.1% 8.0% 7.2% 6.5% 5.9% 

⑦株式譲渡所得税 4,063 4,400 4,800 5,200 5,900 6,600 7,300 8,000 

⑦-⑥節税額 1,699 2,036 2,436 2,836 3,536 4,236 4,936 5,636 
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Q.役員退職慰労金の算定上優位すべき点は？ 

A.過去の国税不服審判例・裁判例を参考に対応すべきです。 

【国税不服審判所】 

・国税不服審判所 HPの 
ホーム >> 公表裁決事例集 >> 公表裁決事例要旨 >> 法人税法関係 >> 役員退職給与 

にて、2015/6/2 時点では、下記 9 件の事例が公開されています(以下、筆者判断での抜

粋・要約・強調)。 
No 表題 裁決事例

集 

裁決 

①  代表取締役から取締役への分掌変更に伴い支給した役員退

職金について損金算入が認められないとした事例 

No.22 - 

133 頁 

昭和56年 6

月 23 日 

②  過大役員退職金に当たらないとした事例 No.28 - 

225 頁 

昭和 59 年

12 月 25 日 

③  適正退職給与の額を功績倍率法により算出すべきであると

の原処分庁の主張を退け、1 年当たり平均額法により算出す

ることが相当であるとした事例 

No.32 - 

231 頁 

昭和61年 9

月 1 日 

④  役員退職慰労金の算定に当たり、みなす役員としての期間を

算入すべきであるとの主張を退けた事例 

No.37 - 

185 頁 

平成元年 6

月 21 日 

⑤  退職した役員に支払った役員退職給与の一部を親会社に対

する寄付金であるとして否認した原処分を取り消した事例 

No.40 - 

177 頁 

平成2年12

月 20 日 

⑥  業務上の事故で死亡し退職した代表者の遺族に対する退職

金は不相当に高額であるとした事例 

No.40 - 

177 頁 

平成2年12

月 20 日 

⑦  役員退職給与等の支給及びその金額について社員総会の

承認を要する場合、その支給等に関する役員規定の理事会

における承認をもって、本件死亡退任役員に係る退職慰労金

等の債務が確定したということはできないとした事例 

No.62 - 

258 頁 

平成 13 年

11 月 13 日 

⑧  比較法人の平均功績倍率が、裁判事例や裁決事例による功

績倍率よりも低いことのみをもって相当性を欠くものではない

とした事例 

No.74 - 

146 頁 

平成 19 年

11 月 15 日 

⑨  役員の分掌変更の翌事業年度に支払われた金員を当該役

員に対する退職給与として取り扱うことはできないとした事例 

 平成24年 3

月 27 日 

HP 上、裁決年月日が平成 3年以前の裁決事例全文は、掲載されていません。 
【②過大役員退職金に当たらないとした事例】 

(ポイント) 

・類似する法人の平均功績倍率に近似する 3 倍…審判所が 3法人の支給事例を計算 

・実質的に使用人期間分を含む社長代理として全期間の功績を評価 

・退職給与の支給についての規定等はない。 

請求人の主張 原処分庁の主張 

・初代社長は事務、経理、

現場、人事及び渉外等一

切の仕事をまかせて社長

代理の権限を与えてきた 

・常務取締役として従業員名簿に記載した時点から、みなし役

員。取締役就任登記はその後。 

・従業員期間のすべてを通して役員をしていたとする証拠はない 

・功績倍率は 3 を使用 

判断 

・社員と同族関係にない常務取締役と呼称し、この呼称にふさわしい職責を果たさせてきたこと

が認められる。 

・原処分庁の計算根拠が明らかでないので、審判所が原処分庁及びその近隣の税務署管内で

同種の事業、事業規模が類似の 3 法人の支給事例を計算→最高 4.24 倍、最低 2.63 倍。平均

3.4 倍。 

【③適正退職給与の額を功績倍率法により算出すべきであるとの原処分庁の主張を退け、

1 年当たり平均額法により算出することが相当であるとした事例】 

(ポイント) 

・1 年当たり平均額法＞功績倍率法の案件 

・最終報酬月額が特段の事情があり低額であるときは、功績倍率法より 1 年当たり平均

額法により算定する方法がより合理的。 

・審判所が 5法人の支給事例で計算。 

請求人の主張 原処分庁の主張 

・平均功績倍率法と 1 年当たり平均額法でいずれか高

額となる金額が退職給与の相当額 

→いずれも同種の事業、事業規模が類似する「類似法

人」 

・功績倍率は 3及び 2 を使用 

・平均功績倍率法を㈱政経研究所

の調査結果より 3 社選定し、平均功

績倍率 2.3。 

判断 

・㈱政経研究所の調査結果の事例よっては、売上金額・本店所在地は記載されず。また、事業

規模が大の事例を使用。さらに、日本産業分類の大分類では類似性の判断も厳格さを欠く。 

→審判所が新たに類似法人として 5 社選定(同一市内で売上・資本金・従業員数・勤続年数・自

己都合基準) 

・功績倍率法は一般的には妥当。ただし、退職時には非常勤役員・職務内容からみて著しく低

額の場合は不合理 

→結果、類似法人 5社の 1 年当たりの退職給与の平均額×在籍年数。 

【⑧比較法人の平均功績倍率が、裁判事例や裁決事例による功績倍率よりも低いことの

みをもって相当性を欠くものではないとした事例】 

(ポイント) 

・法人税法第 36 条及び法人税法施行令第 72 条に規定する適正役員退職給与の額の具

体的な判断基準としていわゆる功績倍率法を用いることについて争いはない 
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・前代表者及びその夫である元取締役に対する役員退職給与の額は過大か。→過大 

請求人の主張 原処分庁の主張 

・原処分庁が選定した会社は不明 

・裁判事例や裁決事例でも功績倍率が 3.3～3.6 倍

というのは定着していることなどからすると、F(代表

取締役)の功績倍率を 3.6、H(取締役)の功績倍率を

3.3 とするのが相当である旨主張 

・類似比較法人として 4社選定し、5事例

による功績倍率の平均値 2.2 を採用。 

判断 

・原処分庁の抽出基準は請求人の事業内容や事業規模等を反映させたものであって合理的。 

・比較法人から a 法人を除外した 3 社を比較法人とし、平均値である 1.9。(DOWN) 

・代表取締役か取締役か、また、創業以来の役員であるかどうかなどの名目だけではなく、会社

への実際の貢献度等の実質も考慮されるべき 

 

【その他の裁判事例…功績倍率】 

昭和 56 年 11 月 18 日 

東京高裁判決 

社長 3.0、専務 2.4、常務 2.2、平取締役 1.8、監査役 1.6 

昭和 60 年 9 月 17 日 

最高裁 

3.0 

平成元年 1月 23 日 

東京高裁 

2.2 

昭和 52 年 9 月 26 日 

東京高裁 

7.5 

(平均功績倍率は 2.7 であるが、他事情より) 

平成 25 年 3 月 22 日 

東京地裁 

1.18 

まず、平均功績倍率。 

最高功績倍率の適用…同業類似法人の抽出基準が必ずし

も十分でない場合や、その抽出件数が僅少であり、かつ、最

高功績倍率を示す同業類似法人が極めて類似している場

合に限る 
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